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令和７ 年度 

【 概要仕様書】  

 

 

業 務 名 ： 令和７ 年度沖縄市・ 北中城村キャ ンプ瑞慶覧返還地区等跡地利用計画推進

支援業務委託（ その２ ）  

対象地区： キャ ンプ瑞慶覧返還地区等【 ロ ウ ワ ー・ プラ ザ住宅地区、 サウ ス プラ ザ地区

及び周辺地区（ 沖縄市字山里・ 山里二丁目、 北中城村字比嘉・ 字屋宜原）】  

     （ 別紙１ 参照）  

履行期間： 契約締結日の翌日よ り 令和８ 年３ 月６ 日 

 

第１ 章 総 則 

 

第 1 条（ 適用）  

 本仕様書は、 沖縄市及び北中城村（ 以下「 甲」 と いう 。） が実施する 「 令和７ 年度沖

縄市・ 北中城村キャ ンプ瑞慶覧返還地区等跡地利用計画推進支援業務委託（ その２ ）

（ 以下「 本業務」 と いう 。） に適用する 。  

 

第２ 条（ 目的）  

キャ ンプ瑞慶覧返還地区等（ ロ ウ ワ ー・ プラ ザ住宅地区、 サウ ス プラ ザ地区を いう 。

以下「 本地区」 と いう 。） では、 甲の行政界及び都市計画区域を跨ぐ 特殊な地区である 。  

本地区においては、 令和３ 年７ 月に地権者会が発足し 、 同年９ 月から は、 甲及び地権

者会が連携し て、 返還後の跡地利用が円滑に進めら れる よ う 取り 組んでいる と こ ろであ

る 。 又、 令和７ 年３ 月には組合設立準備会が結成さ れ、 組合施行によ る 区画整理事業の

実現に向け、 今後も ３ 者間で連携し ていく 必要がある 。  

こ れま で、 本地区のテーマやま ちづく り 構想、 跡地利用整備計画（ 案） の検討を行っ

てき たが、 今年度については、 こ れま でに抽出さ れた課題の中から 、 交通面に特化し た

検討を行い、 本地区なら ではの魅力ある 跡地利用の実現に向けた提案を求める も のであ

る 。  

 

第３ 条（ 関係法令等）  

 本業務は、 本仕様書に定める も ののほか、 下記の関係法令等を遵守の上、 実施する も

のと する 。  

（ １ ）  沖縄県における 駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する 特別措置法 

（ ２ ）  土地区画整理法 

（ ３ ）  都市計画法 

（ ４ ）  沖縄市・ 北中城村の諸規則 

（ ５ ）  その他関係する 法令及び通達、 条例等 
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第４ 条（ 着手）  

受託者（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 契約締結後は速やかに業務に着手し なければなら な

い。  

 

第５ 条（ 再委託）  

 「 乙」 は、 本業務の一部を再委託に付する 場合には、 沖縄市内業者を優先的に採用す

る こ と と する が、 その他特例の事由がある こ と によ る 場合は、 その限り ではない。 その

際、 書面を提出し 「 甲」 の承諾を得る こ と 。  

 

第６ 条（ 事前協議及び提出物）  

 「 乙」 は、 本業務の着手に先立ち、 下記の書類を「 甲」 に提出し 承認を得る も のと す

る 。 ま た、 変更する 場合も 同様。  

（ １ ）  着手届 

（ ２ ）  業務計画書及び工程表 

（ ３ ）  管理技術者等届及び業務経歴書 

（ ４ ）  作業員名簿及び業務経歴書 

（ ５ ）  その他、 調査職員が指示する も の。  

 

第７ 条（ 提出書類）  

「 乙」 は、 契約時又は変更時において、 請負金額が 100 万円以上の業務について、 業 

務実績情報シス テム（ 以下、「 テク リ ス 」 と いう 。） に基づき 、 受注・ 変更・ 完了時に業 

務実績情報と し て「 登録のための確認お願い」 を作成し 、 受注時は契約締結後、 15 日 

（ 休日等を除く ） 以内に、 登録内容の変更時は変更があった日から 、 15 日（ 休日等を除 

く ） 以内に、 完了時は業務完了後、 15 日（ 休日等を除く ） 以内に、 書面によ り 調査職員 

の確認を受けたう えで、 登録機関に登録申請し なければなら ない。  

 ま た、 登録機関に登録後、 テク リ ス よ り 「 登録内容確認書」 をダウ ンロ ード し 、 直ち 

に調査職員に提出し なければなら ない。 なお、 変更時と 完成時の間が、 15 日間（ 休日等 

を除く ） に満たない場合は、 変更時の提出を省略でき る も のと する 。  

 

第８ 条（ 管理技術者）  

 管理技術者は、 契約書など に基づき 、 業務の技術上の管理を行う も のと し 、 調査職員

から の指示事項等について十分協議の上、 相互に協力し 業務を実施し なければなら な

い。  

 

第９ 条（ 疑義）  

  本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じ た場合は、「 甲」 と 「 乙」 と が協議の 

上、 解決に努める こ と と する 。  
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第１ ０ 条（ 協議）  

管理技術者は調査職員と 常に密接な連絡を 取り 、 業務の方針及び条件等の疑義を 正す

も のと し 、 その協議内容については、 その都度「 乙」 が打合せ記録簿に記録し 、 相互に

確認し なければなら ない。  

 

第１ １ 条（ 損害賠償）  

「 乙」 は、 業務遂行中に生じ た事故等に対し て一切の責任を負い、 内容、 状況を報告 

し 「 甲」 の指示に従う も のと する 。  

 

第１ ２ 条（ 資料の貸与）  

「 甲」 は、 業務を実施する ために必要な図書等を「 乙」 に貸与する も のと する 。  

２ 「 乙」 は、 業務完了後、 速やかに貸与さ れた図書等を返却し なければなら ない。  

尚、 貸与さ れた図書等の破損、 紛失等があった場合は「 乙」 が責任を 負う も のと する 。  

 

第１ ３ 条（ 報告義務）  

「 甲」 は、「 乙」 に業務の進捗状況について説明、 報告を求める こ と ができ る 。  

 

第１ ４ 条（ 業務執行中の成果の使用）  

 業務執行中において、 権利者等への業務説明など の事由によ り 「 甲」 が必要である と  

判断し た場合、 中間成果と し て使用する こ と が出来る 。  

 

第１ ５ 条（ 秘密の保持）  

「 乙」 は、 本業務の遂行上知り 得た一切の事項について、 こ れを第三者に漏えいし て 

はなら ない。 ま た、 沖縄市個人情報保護条例を遵守し なければなら ない。  

 

第１ ６ 条（ 検査）  

「 乙」 は、 本業務完了後、 成果品及び業務完成届を 提出し 、 管理技術者が立ち会いの 

上、 完了検査を受ける も のと し 、「 甲」 から 本仕様書の定めに適合し ないも のと し て修正

の指示があっ た場合は、 速やかに修正をし なければなら ない。  

 

第１ ７ 条（ 瑕疵）  

「 乙」 は、 業務完了後に発見さ れた成果品の瑕疵を 「 乙」 の負担において補修する も  

のと する 。  

 

第１ ８ 条（ 成果品の帰属）  

 本業務の成果品は、 すべて「 甲」 の管理及び帰属と し 、「 乙」 は「 甲」 の承認を受けな 

いま ま 、 第三者に公表ま たは貸与し てはなら ない。  
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２ 章 業務内容 

第１ ９ 条（ 業務内容）  

（ １ ） 計画準備 

過年度に実施し た交通量推計調査や交差点素案等から 、 現状と 計画における 課題を

整理する 。 ま た、 国や沖縄県及び甲の上位・ 関連計画等を踏ま え、 本地区に求めら れ

る 都市機能の在り 方を検討する と と も に、 地区周辺の交通に対する 影響を重点的に整

理する 。  

 

（ ２ ） 現況交通の分析 

交通関連調査（ パーソ ント リ ッ プ調査等） をも と に、 本地区周辺エリ アの商業施設

等によ る 影響について分析を行い、 本地区における 課題を整理する 。 ま た、 都市計画

及び交通関連の各種調査等の動向を 踏ま えて、 今後必要と なる 調査分析手法を 整理す

る 。  

 

（ ３ ） 跡地利用計画（ 案） を踏ま えた交通円滑化対策及び課題整理 

  過年度調査及び跡地利用計画( 案) 等を踏ま えて、 以下の要素を含めた交通円滑化 

対策等を進める にあたっての課題整理及び先進地事例調査を 行う 。  

  ・ 地区外での対策（ 国道及び県道）  

  ・ 地区内での対策（ 地区内幹線道路及びゾーニングごと の枝線等）  

・ 国道及び県道と の取付位置や交差点形状 

・ 都市計画に係る 広域調整の見通し  

  ・ 歩行者デッ キの有無によ る 交通への影響 

  ・ 街区間の移動を車に依存し ない仕組みづく り  等 

  

（ ４ ） 上位・ 関連計画等を 踏ま えた交通結節機能及びその他都市機能の整備可能性調査 

①本地区のポテンシャ ルを活かし た交通結節機能の設置・ 検討 

ア）  国道 330 号及び沖縄自動車道の南北軸と 、 沖縄環状線及び県道 24 号バイ パス

計画の東西軸によ る ハシゴ道路ネッ ト ワ ーク を活かす（ 活かし た） 機能や、  

市・ 村の地域公共交通計画、 沖縄市胡屋バス タ 計画や沖縄県基幹バス 構想等 

の公共交通ネッ ト ワ ーク を活かす（ 活かし た） 機能の設置・ 検討 

イ ） 沖縄自動車道と の連携に関する 検討 

1） 沖縄自動車道・ 山里バス 停の機能改善（ 本地区内から のアク セス を可能にする 移 

設や誘導路整備など 、 高速バス 停を活用し た結節の在り 方を 整理）  

 2） 高速道路利便施設の連結制度等を踏ま えた本地区への導入に関する 調査・ 研究 

 ・ SA、 PA（ サービス エリ ア、 パーキングエリ ア）、 ハイ ウ ェ イ オアシス 、 ウ ェ ルカ 

ムゲート 、 ス マート イ ンタ ーチェ ンジなど の各施設について、 開放型及び閉鎖型 

双方のパタ ーンを 検討し 、 メ リ ッ ト ・ デメ リ ッ ト を 整理する 。  

・ 民間施設直結型のス マート イ ンタ ーチェ ンジや高速道路から の一時退出等に係る  
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  各種制度の事例調査を 行い、 本地区での実現性を検証する 。  

 

②本地区に付置すべき 、 又は、 付置効果が期待さ れる 都市機能及び関連制度の検討 

交通結節機能を活かし た交流機能や防災機能など 、 本地区に求めら れる 都市機能を整

理する と と も に、 民間開発者（ 地権者） 向けの各種支援制度等の活用を検討する 。  

（ エネルギー面的利用、 立地適正化計画、 ま ちづく り GX 等）  

 

③上記①、 ②のと り ま と め 

・ 先進事例の調査・ 研究、 整備・ 管理主体の整理や概算事業費等の算出 

・ P-PFI など の官民連携施策によ る 民間活力の導入の可能性に係る 検討 

 

（ ５ ） 関係機関協議の運営支援 

上記３ における 提案内容に応じ た関係機関協議（ 国、 沖縄防衛局、 高速道路関係者、  

沖縄県、 県警、 組合設立準備会等） にあたり 、 必要な資料の作成や円滑な協議の実施に

向けた各種支援を行う 。  

 

（ ６ ） 関連する 事業者と の連携 

北中城村が取り ま と めを行う 関連委託業務の受託者と 協力し て定例会を設置し 、 検討

内容の共有及び反映に努める と と も に、 企業パート ナーや業務代行予定者など の提案内

容が示さ れている 場合は、 それら を 考慮し たう えで検討を行う 。  

 

（ ７ ） ス ケジュ ール等の作成 

 本業務で想定さ れる 成果等を踏ま え、 次年度以降に必要と さ れる 調査・ 検討事項を整

理し 、 ス ケジュ ールを組み立てる と と も に、 各種都市計画手続き や環境アセス メ ント の

他、 本地区の返還・ 引渡し の時期を 考慮し 、 過年度に作成し たロ ード マッ プの更新を行

う 。  

 

（ ８ ） 打ち合わせ協議（ ５ 回）  

初回、 中間（ ３ 回）、 最終（ 成果納品時） の５ 回程度行う も のと する 。  

 

（ ９ ） 報告書のと り ま と め 

上記の検討結果を踏ま え、 報告書のと り ま と めを行う 。  

 

第３ 章 成果品 

 

第２ ０ 条（ 成果品）  

（ １ ） 報告書【 全体版】（ A４ 判 金文字黒表紙製本）             ２ 部 

（ ２ ） 報告書【 概要版】（ A４ 判  ）                                    ２ 部 
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（ ３ ） その他資料 

・ 関連資料（ 根拠資料等）                                                  一式 

・ 業務に係る 電子データ 等（ CD‐ R 等）        一式 

（ ４ ） その他「 甲」 が必要と する も の        

 




